
令和３年度 北海道気候変動対策推進本部 PT・WGの取組報告
各部等の連携による効果的な施策や事業の推進について協議・調整するため、令和３年５月24日の気候変動対策推進本部員会議において、
３つのプロジェクトチームと７つのワーキンググループを設置。

１．目的と経緯

資料３－４
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地域の特性を活

かした再生可能

エネルギー導入

に向けた連携

再生可能エネルギー

の導入をいかに推進

するか

○再生可能エネルギー導入に資す

る情報の整理・共有

○再生可能エネルギー導入に資す

る事業や新エネルギー導入加

速化基金事業を各部局で構築

○各部連携したセミナー開催等

の効果的な実施

○再生可能エネルギー由来の電

気・熱の利活用拡大につい

て検討

道産木材の活用

と住宅のゼロエ

ネルギー化

道産材を建材として

活用、未利用材をエ

ネルギー源として活

用した北方型住宅ゼ

ロカーボンモデルの

開発

○北海道の地域特性を踏まえた

ZEH モデルを検討

○木材の製造・乾燥・運搬過程を

含めた住宅の LCCO2と炭素

固定量の試算

○道産建築材を活用した北方型

住宅 ZEH のモデル的な取組

を推進

○道産建築材の住宅への利用促

進方策･需給のマッチングの

展開

赤
れ
ん
が
脱
炭
素
化
推
進P

T

道有施設の脱炭

素化

整備のあり方とＺＥ

Ｂモデルの検討

○道有施設での初の ZEB化に向

け北海道消防学校のZEB化予

算を計上

○設計中の改築施設の脱炭素化

を検討

○道有施設の脱炭素化に向けた

方針を整理

○ZEB化の検討を加速するとと

もに、既存施設の脱炭素化を

推進

庁舎運用におけ

る更なるCO2削

減、 職員の行動

変容

節電効果の高い施設

管理手法の検討、節

電のための職員行動

変容の検証

○再エネ調達手法の実施に向け

た仕様書等の整理

○次年度に実施する行動変容の

取組を整理

○再エネ由来電力の調達の試行

及び事務手続きの展開

○行動変容の取組の試行結果を

踏まえた更なる検討

次世代公用車の導入

手法検討

○カーシェアの試行

○導入拡大における基本的な考

え方を検討

○次世代自動車調達方法の試

行・確立

○導入支援の取組の検討

適
応
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全道の研究・事

業などに活用で

きる適応データ

ベースの充実

道総研と連携した適

応研究や情報のプ

ラットフォームの充

実

○施策や研究への適応の視

点の組込みの連携体制を

構築

○センターを窓口とした相

談対応の連携体制を構築

○2つの連携体制を運用し、本

道の適応の取組を推進

（WGとしての活動は完了）

適応をチャンス

と捉えた事業の

創出や道内誘致

の検討

適応品種・栽培技術

や本社機能の移転・

ワーケーションなど、

本道の強みを活かし

た適応の道内外への

PR

○「適応ビジネスパッケー

ジ」と「PR方法」を整

理

○「適応ビジネスポータル

サイト」の取りまとめ

○ポータルサイトを充実させる

とともに、道内外でのＰＲを

進める

（WGとしての活動は完了）

ＰＴテーマ ＷＧ検討事項 主な成果 今後の取組の方向性（主なもの）

２．令和３年度の取組成果と方向性

地域の特性を活か

した再生可能エネ

ルギーの利活用促

進に向けた連携

再生可能エネルギー由

来の電気・熱の利活用

をいかに促進するか

道産木材の活用と

住宅のゼロエネル

ギー化

道産材を建材として活

用、未利用材をエネル

ギー源として活用した

北方型住宅ゼロカーボ

ンモデルの開発

ＰＴテーマ ＷＧ検討事項

３．令和４年度検討事項（案）

道有施設の脱炭素

化

実行計画の目標達成に

向けた施設整備の基準

の検討

庁舎運用における

更なるCO2削減、

職員の行動変容

節電効果の高い施設管

理手法の検討、節電の

ための職員行動変容の

検証

次世代公用車の導入手

法検討

道民参加による気

候変動情報の収

集・分析及び理解

の促進

地域におけるワーク

ショップや文献調査及

び科学的分析や情報共

有の手法検討

継

続

展開

新規

展開展開

継

続

完

了

図 エリア別のZEHモデルの検討

図 北海道消防学校イメージ

図 ポータルサイトイメージ

気候変動への適応をチャンスに！

北海道適応ビジネスポータルサイト

図 庁内カーシェアリング

新規

図 南幌町みどり野モデル団地のイメージ

図 畜産バイオガスプラントの例
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